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「
東
久
留
米
市
特
定
教
育
・
保

育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育

事
業
の
利
用
者
負
担
に
関
す
る

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
」
は
、
６
月　

日
の
厚
生
委

１３

員
会
で
審
査
さ
れ
、　

日
の
本

２４

会
議
に
お
い
て
賛
成
多
数
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
条
例
は
、
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
法
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
等
の
施
行
に
伴
い
、
本
年

　

月
か
ら
実
施
さ
れ
る
幼
児
教

１０育
・
保
育
の
無
償
化
に
よ
る
利

用
者
負
担
な
ど
に
つ
い
て
、
関

連
す
る
規
定
を
整
備
す
る
た
め

条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
も
の

で
す
。

　

改
正
内
容
は
、
３
歳
～
５
歳

の
給
付
認
定
子
ど
も
、
０
歳
～

２
歳
の
住
民
税
非
課
税
世
帯
の

給
付
認
定
子
ど
も
に
係
る
保
育

料
が　

月
１
日
か
ら
無
償
化
さ

１０

れ
る
こ
と
な
ど
で
す
。

環
境
ポ
ス
タ
ー
コ
ン
ク
ー
ル
表
彰
式
の

様
子
（
写
真
右
）

出
展
ブ
ー
ス
の
様
子
（
写
真
上
）
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議
案
・
請
願
審
議
結
果  
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
４
面

決
議
、
意
見
書
な
ど  
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
‥
４
面

今 号 の
案 内

答
弁　

試
算
の
数
値
と
な
る
が
、

無
償
化
前
後
の
１
年
間
で
要
す

る
経
費
の
比
較
と
し
て
は
、
市

の
負
担
が
１
億
５
６
６
０
万
円

ほ
ど
増
額
に
な
る
と
見
込
ん
で

い
る
。
財
源
と
し
て
、
消
費
税

率
引
き
上
げ
に
伴
う
増
収
分
を

活
用
す
る
と
国
か
ら
説
明
を
受

け
て
い
る
。

第

回
東
久
留
米
市
環
境
フ

第　

回
東
久
留
米
市
環
境
フ
ェェ

２３２３
ス
テ
ィ
バ

ス
テ
ィ
バ
ルル
（
６
月
８
日
・

（
６
月
８
日
・
９９

日日
、、
市
民
プ
ラ
ザ

市
民
プ
ラ
ザ
ほほ
かか
））

【
委
員
会
で
の
質
疑
か
ら
】

質
問 
補
助
の
流
れ
は
ど
う
な

る
の
か
。

答
弁　

保
育
園
に
つ
い
て
は
、

無
償
化
の
対
象
と
な
る
園
児
の

保
護
者
か
ら
の
保
育
料
の
徴
収

が
な
く
な
る
。
減
収
分
は
、
私

立
に
つ
い
て
は
国
が
２
分
の
１
、

都
が
４
分
の
１
、
市
が
４
分
の

１
負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。
公

立
と
公
設
民
営
園
は
、
市
が　
１０

分
の　

負
担
す
る
こ
と
に
な
る
。

１０

幼
稚
園
は
、
幼
稚
園
児
の
保
護

者
に
支
給
さ
れ
て
い
た
幼
稚
園

就
園
奨
励
費
が
本
年
９
月
分
で

廃
止
と
な
り
、
子
育
て
の
た
め

の
施
設
な
ど
利
用
給
付
金
と
し

て
、
所
得
に
関
係
な
く
月
額
２

万
５
７
０
０
円
が
補
助
さ
れ
る

制
度
へ
変
更
さ
れ
る
。
こ
れ
に

つ
い
て
は
、
市
か
ら
幼
稚
園
に

現
物
支
給
、
法
定
代
理
受
領
の

２
つ
の
方
式
が
示
さ
れ
て
お
り
、

事
業
者
と
の
調
整
を
踏
ま
え
て

決
定
し
て
い
き
た
い
。

質
問 
来
年
度
以
降
、
幼
児
教

育
と
保
育
の
無
償
化
に
関
す
る

市
の
負
担
は
ど
う
な
る
か
。

　
「
東
久
留
米
市
会
計
年
度
任

用
職
員
の
報
酬
、
費
用
弁
償
及

び
期
末
手
当
に
関
す
る
条
例
」

は
、
６
月　

日
の
総
務
文
教
委

１２

員
会
で
審
査
さ
れ
、　

日
の
本

２４

会
議
に
お
い
て
賛
成
多
数
で
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
条
例
は
、
地
方
公
務
員
法

お
よ
び
地
方
自
治
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
い
、

会
計
年
度
任
用
職
員
に
関
す
る

規
定
を
整
備
す
る
も
の
で
す
。

　

本
市
に
お
け
る
会
計
年
度
任

用
職
員
は
、
原
則
、
都
準
拠
に

よ
り
、
改
正
地
方
公
務
員
法
第

　

条
の
２
第
１
項
第
１
号
に
基

２２づ
く
一
般
職
の
非
常
勤
、
パ
ー

ト
タ
イ
ム
と
し
て
、
一
会
計
年

度
を
超
え
な
い
範
囲
で
任
用
す

る
も
の
で
す
。

【
委
員
会
で
の
質
疑
か
ら
】

質
問 
段
階
的
な
期
末
手
当
支

給
を
導
入
し
て
い
る
理
由
は
。

答
弁　

本
市
で
は
、
支
給
月
数

を
令
和
２
年
度
が
１
・　

月
、

４４

３
年
度
が
２
・　

月
、
４
年
度

０２

が
２
・　

月
と
し
て
い
る
。
支

６０

給
割
合
を
２
年
程
度
か
け
て
段

階
的
に
引
き
上
げ
る
取
り
扱
い

は
可
能
と
国
が
示
す
マ
ニ
ュ
ア

ル
な
ど
に
も
記
載
が
あ
り
、
本

市
の
さ
ま
ざ
ま
な
状
況
を
鑑
み

制
度
設
計
し
た
。

質
問 
な
ぜ
パ
ー
ト
タ
イ
ム
会

計
年
度
任
用
職
員
の
み
の
提
案

と
な
っ
た
の
か
。

答
弁　

本
市
で
は
、
同
制
度
の

移
行
に
当
た
り
、
都
準
拠
を
基

本
と
し
て
お
り
、
都
に
お
い
て

も
フ
ル
タ
イ
ム
会
計
年
度
任
用

職
員
制
度
を
導
入
し
て
い
な
い
。

質
問 
本
市
で
は
、
嘱
託
・
臨

時
職
員
が
正
規
職
員
以
上
の
人

数
に
な
っ
て
い
る
が
、
そ
の
バ

ラ
ン
ス
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な

見
解
を
持
っ
て
い
る
か
。

答
弁　

行
政
の
末
端
を
担
う
職

場
で
は
、
急
き
ょ
な
仕
事
が
生

じ
る
な
ど
正
規
職
員
だ
け
で
は

対
応
で
き
な
い
状
況
に
あ
る
。

行
財
政
改
革
を
取
り
組
ん
で
い

く
中
で
、
正
規
・
非
正
規
職
員

の
担
う
役
割
な
ど
検
討
し
て
い

け
る
部
分
も
あ
る
。
制
度
の
整

備
に
よ
り
引
き
続
き
公
務
の
一

部
を
会
計
年
度
任
用
職
員
に
担

っ
て
も
ら
お
う
と
考
え
て
い
る
。 　

令
和
元
年
第
１
回
臨
時
会
に

お
け
る
議
案
第
３
号
に
対
す
る

専
決
処
分
に
関
わ
る
情
報
提
供

に
お
い
て
、
事
務
手
続
上
の
誤

り
が
あ
っ
た
こ
と
、
学
務
課
に

お
い
て
、
予
算
の
伴
わ
な
い
契

約
を
締
結
し
、
後
に
そ
の
契
約

を
解
除
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
り
、

契
約
相
手
先
に
対
し
損
害
賠
償

の
必
要
が
生
じ
て
し
ま
っ
た
事

案
、
ご
み
対
策
課
に
お
い
て
、

建
築
基
準
法
に
定
め
る
建
築
物

の
建
築
等
に
関
す
る
確
認
の
申

請
な
ど
を
行
わ
ず
に
敷
地
内
に

物
干
し
の
た
め
の
建
築
物
を
建

築
し
、
同
法
に
適
合
し
な
い
風

よ
け
の
た
め
の
建
築
物
を
設
置

し
、
こ
れ
を
撤
去
す
る
必
要
が

生
じ
た
事
案
に
よ
る
不
適
正
な

事
務
執
行
が
起
き
て
し
ま
っ
た

こ
と
に
つ
い
て
、
市
民
な
ら
び

に
市
議
会
の
皆
さ
ま
に
多
大
な

ご
迷
惑
を
お
掛
け
す
る
に
至
っ

た
と
し
て
、
本
会
議
初
日
の
６

月
３
日
に
市
長
陳
謝
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

　

そ
し
て
、
市
長
、
副
市
長
、

教
育
長
の
責
任
を
明
ら
か
に
す

る
と
し
て
、
東
久
留
米
市
特
別

職
の
給
料
の
特
例
に
関
す
る
条

例
、
東
久
留
米
市
教
育
委
員
会

教
育
長
の
給
料
の
特
例
に
関
す

る
条
例
が
提
案
さ
れ
、
全
員
賛

成
で
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

本
案
は
、
７
月
分
の
給
料
に

つ
い
て
、
市
長
が
東
久
留
米
市

特
別
職
の
給
与
お
よ
び
旅
費
に

関
す
る
条
例
に
定
め
る
給
料
月

額
の　

％
、
副
市
長
が
同
条
例

８５

に
定
め
る
給
料
月
額
の　

％
、

９０

教
育
長
が
東
久
留
米
市
教
育
委

員
会
教
育
長
の
給
与
お
よ
び
旅

費
に
関
す
る
条
例
に
定
め
る
給

料
月
額
の　

％
に
減
額
す
る
も

９５

の
で
す
。
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令
和
元
年
第
２
回
定
例
会
は
６
月
３
日
か
ら　

日
ま
で
の
会
期
で
開
催
さ
れ
、
市
長
提
出
議
案

２４

　

件
、
議
員
提
出
議
案
６
件
（
決
議
案
１
件
、
意
見
書
案
５
件
）、
請
願
８
件
を
審
議
し
ま
し
た
。

１１
　

議
案
等
の
審
議
結
果
は
４
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
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幼
児
教
育
と
保
育
の
無
償
化

幼
児
教
育
と
保
育
の
無
償
化
がが

月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま

　

月
１
日
か
ら
施
行
さ
れ
ま
すす

１０１０

会
計
年
度
任
用
職
員
に
関
す

会
計
年
度
任
用
職
員
に
関
す
るる

規

定

を

整

備

し

ま

規

定

を

整

備

し

ま

すす

７
月
分
の
市
長
・
副
市
長

７
月
分
の
市
長
・
副
市
長
・・

教

育

長

給

料

を

減

教

育

長

給

料

を

減

額額

【緊急質問の質疑から】
質問 緊急質問に至った経緯は。
答弁　今後の学童保育所の運営方針（案）が示さ
れず、今議会で議論ができないとの指摘があり、
議論できるよう同方針（案）を示した。
質問 学童保育所の嘱託職員の応募状況は。
答弁　採用に結びつかず、安定的な事業の継続が
困難な状況。
質問 延長育成を業務委託するメリットとデメリ
ットは。
答弁　委託費は精査する必要がありコスト増が見
込まれるが、安定的な事業の継続と延長育成への
対応として、まず２校に民間活力を導入する方針。
質問 民間活力の導入に伴い職員１人当たり児童
２０人の国基準を適用するのか。
答弁　１５対１の運用を２０対１とし、支援単位ごと
に有資格者１人と補助員１人の国基準に合わせた
い。
質問 財政負担を増やしてまで民間委託すべきか。
市長　市民ニーズの高い延長育成という今までに

なかった事業を行うため、コストは上がってくる。
質問 保護者説明会の時期は。
答弁　７月にすべての学童の保護者に運営方針
（案）を、実施計画を策定後に該当の学区域の保
護者に説明する。
質問 直営も放課後児童支援員の資格要件が緩和
されるので応募が増えるのでは。
答弁　採用が難しい中、原則直営では採用を控え
ていく。
質問 延長育成の料金は。
答弁　他市の実施状況なども考慮した上で料金を
決定していきたい。
質問 令和２年４月から民間委託する理由は。
市長　昨年度、学童保育等との効率的な運営につ
いて研究し、その結果が出てきた中で、学童保育
の考え方を示してきた。これまでも延長育成のニ
ーズが高いと認識しており、そういった中で施政
方針に実現させていくことを示した。
質問 １人の支援員が見るべき子どもの人数は増
え、資格要件も緩和することは、東久留米市の放
課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基
準を定める条例の第５条に触れるのでは。
答弁　２０対１で運営している他団体の状況から運
営の質は確保できると考えている。また、職員の
知識・技能の向上について、プロポーザルでの確
認や契約仕様への反映を行っていく。

今号のトピッ今号のトピックク

６月２４日の定例会本会議において、今後の
東久留米市立学童保育所の運営方針（案）
についての緊急質問が行われました


